
Ⅰ　　事　業　概　況

  ※特に注記等のない限り、各図表の数値は市町村および国民健康保険組合の数値を合算した
　　 県合計となっている。



１　 一般状況

（１）　保険者数

（２）　被保険者数及び世帯数

表１－１　県内の世帯数及び被保険者数

世帯数 被保険者数 世帯数 被保険者数

市町村 63 992,798 1,489,626 1,011,384 1,529,209

組　合 6 89,473 170,005 90,127 171,143

計 69 1,082,271 1,659,631 1,101,511 1,700,352

図１－１　世帯数及び被保険者数の推移（一般+退職）

　令和３年度における保険者数は、63市町村、6国民健康保険組合の69保険者である。

　　令和３年度末における被保険者数は、市町村1,489,626人、組合170,005人、計1,659,631人。令和３年度末

における世帯数は、市町村992,798世帯、組合89,473世帯、計1,082,271世帯で、前年度に比べ23,041世帯の減

少となっている（表１－１）。

　　一般被保険者数は1,659,628人で、前年度末に比べ56,502人減少、退職被保険者等数（退職被保険者本人

及び退職被保険者の被扶養者）は3人で、2人の減少となっている。（図１－1）。
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（３）　被保険者数の異動状況

表１－２　年度別被保険者異動状況 （単位：人）

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 

増　加 339,625 335,987 333,060 324,425 305,988

減　少 435,837 417,247 393,199 349,530 362,525

差　引 -96,212 -81,260 -60,139 -25,105 -56,537

表１－３　令和３年度被保険者増減の内訳 （単位：人）

転　入 社保離脱 生保廃止 出　生 後期離脱 その他 計

63,070 208,408 2,978 5,793 104 25,635 305,988

20.6% 68.1% 1.0% 1.9% 0.03% 8.4%

転　出 社保加入 生保開始 死　亡 後期加入 その他 計

56,672 175,903 6,134 11,506 77,800 34,510 362,525

15.6% 48.5% 1.7% 3.2% 21.5% 9.5%

※下段は人数に占める割合

資格取得

資格喪失

　 　令和３年度末における県全体の異動延べ被保険者（加入・脱退総数）は668,513人であった（表１－２）。

　 　その内訳を異動事由別にみると、資格を取得した者のうち「社保離脱」が68.1％を占め、これに次いで他の

　市町村からの「転入」が20.6％となっている。

　 　一方、資格を喪失した者のうち「社保加入」が48.5％を占め、これに次いで、「後期高齢者加入」が21.5％、

　他の市町村への「転出」が15.6％となっている（表１－３）。
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２ 　保険給付の状況

(１)　医療費（療養諸費及び医療諸費）の動向

表２－１　年度別医療費の状況

対前年度

伸び率（％）

613,497,416 8,089,677 621,587,093 -3.34

597,836,209 3,001,633 600,837,842 -3.34

587,844,356 475,076 588,319,432 -2.08

557,271,426 18,096 557,289,523 -5.27

582,427,180 1,633 582,428,813 4.51

図２－１　医療費（療養諸費及び医療諸費）総額の推移

退　　職

　　令和３年度における医療費は、総額は5,824億2,881万円となっており、前年度に比べ251億3,929万円、

4.51%の増加となっている（表２－１）。

　　この総額の内訳は、一般分が5,824億2,718万円、退職分が163万円である。
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表２－２　一人当たり医療費の推移

対前年度 対前年度

伸び率（％） 伸び率（％）

平成29年度 319,541 405,498 320,425 2.52 347,893 2.43

平成30年度 323,265 430,157 323,667 1.01 352,917 1.44

令和元年度 330,407 457,684 330,482 2.11 362,755 2.79

令和2年度 320,672 1,809,644 320,680 -2.97 354,393 -2.31

令和3年度 342,534 408,169 342,534 6.81 377,253 6.45

図２－２　一人当たり医療費の全国との比較
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（２）　 診療費の動向

表２－３　令和３年度診療費諸率（一般＋退職）

1,700,352 16,795,477 30,108,955 453,323,316,603 987.76 1.79 15,056 266,606

1,592,209 15,513,492 28,149,051 427,289,002,579 974.34 1.81 15,180 268,362

1,700,352 311,417 4,626,484 196,900,076,039 18.31 14.86 42,559 115,800

1,592,209 295,745 4,477,942 187,553,075,450 18.57 15.14 41,884 117,794

1,700,352 13,131,663 19,752,850 215,115,902,809 772.29 1.50 10,890 126,513

1,592,209 12,153,930 18,405,413 201,823,637,288 763.34 1.51 10,965 126,757

1,700,352 3,352,397 5,729,621 41,307,337,755 197.16 1.71 7,209 24,293

1,592,209 3,063,817 5,265,696 37,912,289,841 192.43 1.72 7,200 23,811市町村計
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           令和３年度における一人当たり診療費は、全体で266,606円である。

           また、令和３年度の一人当たり診療費の入院・入院外・歯科別構成割合は、入院が115,800円で43.4％、入院外が126,513円で

        47.5％、歯科が24,293円で9.1％となっている （表２－３ 「一人当たり診療費」）。
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(３)　保険者負担額給付の推移

表２－４　保険者負担額の推移

平成29年度 453,680,257 96.82 60,994,819 97.31 40,035 81.93 4,711,341 90.39 519,426,452 96.82

平成30年度 438,687,989 96.70 60,330,399 98.91 37,755 94.30 4,390,029 93.18 503,446,172 96.92

令和元年度 430,314,021 98.09 59,477,075 98.59 55,662 147.43 4,112,655 93.68 493,959,413 98.12

令和2年度 408,418,776 94.91 58,921,669 99.07 57,494 103.29 3,837,103 93.30 471,235,042 95.40

令和3年度 427,659,571 104.71 60,789,049 103.17 54,885 95.46 3,868,074 100.81 492,371,579 104.49

図２－３　保険者負担額の年度別推移

※高額介護合算療養費は0.1％未満

　 令和３年度の療養諸費保険者負担額は4,276億5,957万円、高額療養費は607億8,905万円、その他の保険給付は38億
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　 前年度との比較では、療養諸費保険者負担額が4.7％増加、高額療養費が3.2％増加、その他の保険給付は0.8％増加で、

合計は4.5％増加している（表２－４）。
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３ 　財政状況

（１）　歳入歳出の状況

図３－１　歳入歳出の状況

　  令和３年度における歳入額は7,571億3,037万円で、前年度に比べ288億710万円、4.0％増加している。その

主な内訳は、県支出金が4,763億9,596万円、保険税(料)が1,743億8,633万円、一般会計繰入金が461億1,652

万円、国庫支出金が192億8,824万円である。

　  歳出総額は7,348億6,051万円で、前年度に比べ326億878万円、4.6％増加している。その主な内訳は、保険

給付費が4,945億6,159万円、国民健康保険事業費納付金が1,888億1,987万円である。
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（２）　収支状況

表３－１　国保財政状況の推移（市町村・組合）

構成比 対前年度 構成比 対前年度
（％） 比  （％） 比

176,551,920 24.24 0.983 174,386,332 23.03 0.988
一 般 分 176,464,435 24.23 0.983 174,347,023 23.03 0.988
退 職 分 87,485 0.01 0.397 39,309 0.01 0.449

20,247,439 2.78 1.036 19,288,239 2.55 0.953
456,888,197 62.73 0.955 476,395,956 62.92 1.043

0 0.00 0.000 0 0.00 0.000
1,005,961 0.14 0.979 1,051,170 0.14 1.045

43,024,917 5.91 0.891 46,116,518 6.09 1.072
0 0.00 0.000 0 0.00 0.000

6,759,325 0.93 1.077 10,015,484 1.32 1.482
19,724,223 2.71 0.898 26,028,084 3.44 1.320
4,121,289 0.57 0.851 3,848,590 0.51 0.934

0 0.00 0.000 0 0.00 0.000
728,323,270 100.00 0.959 757,130,372 100.00 1.040
10,019,467 1.43 1.042 10,067,694 1.37 1.005

473,357,868 67.41 0.954 494,561,588 67.30 1.045
一 般 分 472,328,400 67.26 0.954 493,506,312 67.16 1.045
退 職 分 17,790 0.00 0.043 2,731 0.00 0.154
審 査 支 払 手 数 料 1,011,678 0.14 1.300 1,052,545 0.14 1.040

180,760,818 25.74 0.926 188,819,874 25.69 1.045
医 療 給 付 費 分 120,277,219 17.13 0.896 124,206,593 16.90 1.033
後期高齢者支援金等分 45,398,308 6.46 0.983 45,472,090 6.19 1.002

0 0.00 0.000 0 0.00 0.000
2,772,656 0.39 1.048 2,326,955 0.32 0.839

10,020,687 1.43 1.008 10,463,322 1.42 1.044
3,366,653 0.48 1.135 3,831,180 0.52 1.138
4,802,902 0.68 1.030 5,094,868 0.69 1.061
1,165,057 0.17 1.015 1,150,472 0.16 0.987
7,849,812 1.12 0.836 8,538,602 1.16 1.088

35,600 0.01 1.125 30,319 0.00 0.852
4,683,895 0.67 0.979 7,248,655 0.99 1.548

0 0.00 0.000 0 0.00 0.000
3,399,016 0.48 0.936 2,726,986 0.37 0.802

17,303 0.00 0.000 0 0.00 0.000
702,251,733 100.00 0.949 734,860,514 100.00 1.046
26,071,537 - 1.325 22,269,858 - 0.854

 計
収　支　差　引　残

公 債 費
そ の 他 の 支 出
前 年 度 繰 上 充 用 金

基 金 等 積 立 金

　 令和３年度の歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は222憶6,986万円の黒字であり、前年度に比べ38億168万

円、14.6％減少している（表３－１）。

　 形式収支から法定外一般会計繰入金95億7,544万円、基金等繰入金100億1,548万円、前年度繰越金260億2,808万円を

差し引き、基金等積立金72億4,866万円を加えた実質的な収支は161億49万円の赤字となっている。新型コロナウイルス感

染症などの影響により、法定外一般会計繰入金は28億3,617万円（42.1％）増加した。また、基金等繰入金は32億5,616万円

（48.2％）の増加となっている（表３－２）。

なお、実質的な収支(*)は58保険者が赤字となっている。

歳
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
出

総 務 費

後 期 高 齢 者 支 援 金 等
前 期 高 齢 者 納 付 金 等

共 同 事 業 拠 出 金
保 健 事 業 費
直 診 勘 定 繰 出 金

介 護 納 付 金

繰 越 金
そ の 他 収 入
市 町 村 債 （ 組 合 債 ）

（各区分の決算額を千円未満四捨五入した数値）

保 険 給 付 費

国民 健康 保険事 業費納 付金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金
保険 給付 費等交 付金償 還金

計

保 険 税 （ 料 ）

国 庫 支 出 金
県 支 出 金

共 同 事 業 交 付 金
一 般 会 計 繰 入 金
直 診 勘 定 繰 入 金

　(*) 実質的な収支＝総歳入－総歳出

　　　　ただし、総歳入からは　　・法定外一般会計繰入金（保険基盤安定、職員給与費等、出産育児一時金等、財政安定化支援事業を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・基金等繰入金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・前年度繰越金　　　を除く。

　　　　　　　　　総歳出からは　　・基金等積立金　　　を除く。

  区　   分 決  算  額 決  算  額

基 金 等 繰 入 金

連 合 会 支 出 金

（単位:千円）

 年 　  度 令和２年度 令和３年度
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図３－２　実質的な収支の状況

表３－２　実質的な収支額等の推移 （単位：億円）

区　　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

法定外一般会計繰入金 219 144 118 67 96

基 金 等 繰 入 金 64 64 63 68 100

前 年 度 繰 越 金 312 372 220 197 260

計 594 580 401 332 456

形 式 収 支 額 373 220 197 261 223

基 金 等 積 立 金 60 98 48 47 72

実 質 的 な 収 支 額 ▲ 161 ▲ 262 ▲ 156 ▲ 25 ▲161

表３－３　年度別基金等保有額 （単位：千円）
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４ 　保険税（料）の状況

（１）　埼玉県の保険税（料）の状況

表４－１　保険税（料）調定額・収納額の状況（市町村・組合【現年度分】） （単位:千円）

総 額 一 般 退 職 総 額 一 般 退 職

平成29年度 189,824,086 187,807,710 2,016,376 176,244,323 174,281,880 1,962,443

平成30年度 184,902,358 184,251,328 651,030 172,493,730 171,861,307 632,423

令和元年度 180,149,068 180,077,767 71,301 168,066,256 167,998,387 67,869

令和2年度 176,912,299 176,911,319 980 166,199,722 166,198,774 948

令和3年度 174,692,181 174,690,414 1,767 165,589,292 165,587,525 1,767

表４－２　年度別収納率の状況（市町村・組合【現年度分】）

（単位：％）

年　度 県　計 全　国

平成29年度 92.85 93.63

平成30年度 93.29 94.02

令和元年度 93.30 94.12

令和2年度 93.95 94.79

令和3年度 94.79 95.29

図４－１　年度別収納率の推移（市町村・組合【現年度分】）

年　度
調　定　額 収　納　額

　　令和３年度現年度分調定総額は1,746億9,218万円で、前年度に比べ22億2,012万円、1.25％減少した。

　　収納総額は、1,655億円8,929万円で、前年度に比べ6億1,043万円、0.37％の減少となっている（表４－１）。

　　県平均収納率は94.79％で、前年度と比較して0.84ポイント増加している（表４－２）。

92.85 
93.29 93.30 
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94.02 94.12
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（％）

県 計

全 国
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表４－３　保険税（料）調定額の推移（市町村・組合【現年度分】）

平成29年度 160,390 -1.24% 97,853 1.08% 92.85%

平成30年度 160,357 -0.02% 99,606 1.79% 93.29%

令和元年度 160,124 -0.15% 101,197 1.60% 93.30%

令和2年度 158,969 -0.72% 101,800 0.60% 93.95%

令和3年度 158,593 -0.24% 102,739 0.92% 94.79%

※被保険者全体分（一般＋退職）

図４－２　一人当たり保険税（料）調定額の推移

図４－３　一世帯当たり保険税（料）調定額の推移

区分
一世帯当たり
保険税（料）
調定額（円）

対前年度
伸率

一人当たり
保険税（料）
調定額（円）

対前年度
伸率

現年度分
収納率

97,853 

99,606 
101,197 

101,800 
102,739 

103,317 
104,168 

106,126 106,293 

107,623 

94000

96000
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110000

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度

一人当たり(埼玉県) 一人当たり(全国)

全国

160,390 160,357 160,124 158,969 
158,593 

167,398 

166,259 
167,011 

165,444 165,838 
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162000
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埼玉県

全国
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（２）  保険税の状況

　　　  　　※注 　　応益割合　＝　応益割額　/　（保険税算定額　－　賦課限度額を超える額）　×　100

　　応能割合　＝　100　－　応益割合

表４－４　応能・応益割の状況（市町村計）

所得割 資産割 均等割 平等割

14市 8町

秩父市、所沢市、飯能市、本庄市、狭山市、羽生市、深谷市、
蕨市、入間市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、北本市

横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、美里町、神川町、上里町、
寄居町

３方式 - - - -

26市 14町 1村

川越市、熊谷市、川口市、行田市、加須市、東松山市、春日部市、
鴻巣市、上尾市、草加市、越谷市、戸田市、桶川市、久喜市、
八潮市、富士見市、ふじみ野市、三郷市、蓮田市、坂戸市、
鶴ヶ島市、日高市、白岡市、幸手市、吉川市、さいたま市

伊奈町、三芳町、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、小川町、
ときがわ町、川島町、吉見町、鳩山町、宮代町、杉戸町、松伏町

東秩父村

医療分・支援分・介護分合算の割合

　※表中の賦課方式をとるのは、保険税のうち医療分のみ。

　　 後期高齢者支援分・介護分については、全市町村が2方式（所得割・均等割）を採用している。

表４－５　保険税調定額の推移（市町村計【現年度分】）

２方式 ○ - ○

　本県では、全ての市町村が国民健康保険税を採用している。

　地方税法第703条の4第3項の規定による標準基礎課税総額の応能応益割合（算定式は「※注」を参照）は、令和３年

度実績で応能63.22％、応益36.78％となっており、応能割の比重が高い（表４－４）。

　市町村における令和３年度現年度分調定総額は1,453億8,501万円で、前年度に比べ30億3,393万円、2.0％減少した。

　収納総額は、1,362億8,533万円で、前年度に比べ14億2,348万円、1.0％の減少となっている（表４－５、４－６）。

　市町村平均収納率は93.75%で、前年度と比較して0.96ポイント増加している。

　一世帯当たり調定額は143,749円で、前年度より0.9%の減少、一人当たり調定額は95,072円で、0.3％の増加となってい

る（表４－５）。

区　　分
応 能 割 応 益 割

備　　考

-

実質応能
応益割合

63.22% 36.78%

賦
　
課
　
方
　
式
　
 
 

※

４方式 ○ ○ ○ ○

区　　分

保険税

調定総額

（千円）

対前年度

伸率

（％）

一世帯当たり

調定額

（円）

対前年度

伸率

（％）

一人当たり

調定額

（円）

対前年度

伸率

（％）

現年度分

収納率

（％）

平成29年度 160,421,409 -5.9 146,588 -2.4 91,005 0.0 91.55

平成30年度 155,913,505 -2.8 146,439 -0.1 92,646 1.8 92.05

令和元年度 151,344,658 -2.9 146,112 -0.2 94,121 1.6 92.03

令和2年度 148,418,942 -1.9 145,079 -0.7 94,773 0.7 92.79

令和3年度 145,385,011 -2.0 143,749 -0.9 95,072 0.3 93.75
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表４－６　保険税調定額・収納額の推移（市町村計【現年度分】） （単位:千円）

総　額 一　般 退　職 総　額 一　般 退　職

平成29年度 160,421,408 158,405,032 2,016,376 146,857,933 144,895,490 1,962,443

平成30年度 155,913,505 155,262,475 651,030 143,511,635 142,879,212 632,423

令和元年度 151,344,658 151,273,357 71,301 139,267,650 139,199,781 67,869

令和2年度 148,418,943 148,417,963 980 137,708,811 137,707,863 948

令和3年度 145,385,011 145,383,244 1,767 136,285,334 136,283,567 1,767

表４－７　年度別賦課割合(市町村計【一般：医療分】)の状況 （単位:千円）

平成29年度 98,463,980 7,801,326 35,864,488 7,210,457 149,340,251

平成30年度 96,880,504 5,301,067 37,918,540 5,022,050 145,122,161

令和元年度 93,303,880 3,561,917 38,780,800 3,481,815 139,128,412

令和2年度 91,479,245 2,973,225 38,611,058 2,961,286 136,024,814

令和3年度 87,251,601 2,772,221 38,356,876 2,823,131 131,203,829

 限度額を 賦課額計 G 
 超える額 F (E-F)

平成29年度 19,830,322 129,509,929 66.74 33.26

平成30年度 19,165,811 125,956,350 65.91 34.09

令和元年度 16,745,391 122,383,021 65.47 34.53

令和2年度 15,619,742 120,405,072 65.47 34.53

令和3年度 13,571,199 117,632,630 64.99 35.01

　応益割＝（均等割額 Ｃ＋平等割額 Ｄ）／賦課額計 Ｇ×100 応能割＝100－応益割

 　比　　　率　 

年　度
調　定　額　 収　納　額　

合  計 E
(A+B+C+D)

年　度

年　度
応能割（％） 応益割（％）

 保　険　税　算　定　額 

所得割額 A 資産割額 B 均等割額 C 平等割額 D
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（３）　保険料の状況

表４－８　保険料調定額の推移（国民健康保険組合計【現年度分】）

平成29年度 29,402,678 2.7% 29,386,390 2.7%

平成30年度 28,988,853 -1.4% 28,982,094 -1.4%

令和元年度 28,804,410 -0.6% 28,798,606 -0.6%

令和2年度 28,493,357 -1.1% 28,490,911 -1.1%

令和3年度 29,307,170 2.9% 29,303,959 2.9%

平成29年度 329,834 4.4% 166,015 6.6% 99.94%

平成30年度 328,032 -0.5% 167,127 0.7% 99.98%

令和元年度 322,757 -1.6% 167,272 0.1% 99.98%

令和2年度 317,136 -1.7% 165,856 -0.8% 99.99%

令和3年度 325,176 2.5% 171,244 3.2% 99.99%

対前年度
伸率

一人当たり
調定額
(円）

対前年度
伸率

現年度分
収納率

     本県で保険料を採用しているのは、国民健康保険組合のみである。

 　  令和３年度現年度分調定総額は、293億717万円で、前年度に比べ8億1,381万円、2.9％増加した。収納総額

  は、293億396万円で、前年度に比べ8億1,305万円、2.9％の増加となっている（表４－８）。

　   国民健康保険組合の平均収納率は99.99％となっている。

　   一世帯当たり調定額は325,176円で、前年度より2.5％増加しており、一人当たり調定額は171,244円で3.2％の

 増加となっている（表４－８）。

区分

区分

保険料
調定総額
（千円）

対前年度
伸率

保険料
収納総額
（千円）

対前年度
伸率

一世帯当たり
調定額
(円）
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５　 保健事業

(1)　保健事業の状況

表５－１　保健事業費及び歳出の推移（市町村・組合）

県　計
対前年度

伸率
全国計

対前年度
伸率

県　計
対前年度

伸率
全国計

対前年度
伸率

平成29年度 3,206,283 0.08% 43,956,059 2.23% 900,296,547 -2.83% 16,106,567,126 -2.41%

平成30年度 3,175,049 -0.97% 44,098,675 0.32% 771,916,879 -14.26% 14,017,509,706 -12.97%

令和元年度 3,145,052 -0.94% 44,095,646 -0.01% 740,156,850 -4.11% 13,720,535,780 -2.12%

令和2年度 2,512,375 -20.12% 40,242,211 -8.74% 702,251,733 -5.12% 13,210,143,707 -3.72%

令和3年度 2,796,893 11.32% 42,738,878 6.20% 734,860,514 4.64% 13,579,202,027 2.79%

(2)　保健事業の状況

　　　　◉タイプ別の通知や電話、家庭訪問等による受診勧奨、地区組織等と連携した受診勧奨など

　　　　◉40歳未満の国保被保険者に対する健診、生活習慣病予備群への保健指導など

　　　　◉生活習慣病予防教室や疾病別健康相談、健康づくりに関する講演会の実施など

　　　　◉未受診者、受診中断者への受診勧奨及び糖尿病治療中の者等への医療機関等と連携した保健指導など

　　　　◉食生活改善推進員等の育成、既存地区組織との連携による取組など

　　　　令和３年度の保健事業費は27億9,689万円で、前年度に比べ2億8,452万円、11.32%の増加となった（表５－
　　　１）。
　　　　被保険者一人当たり保健事業費は1,645円で、市町村は1,186円、組合は5,744円となっている（図５－２）。

保　健　事　業　費 歳　　　出

(単位：千円)

　オ　健康づくりを推進する地域活動等

保険者が実施している保健事業の主なものは次のとおりである。

　ア　特定健診未受診者対策

　ウ　健康教育・健康相談

区　分

　イ　生活習慣病の一次予防に重点を置いた取組

　エ　糖尿病性腎症重症化予防
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図５－１　保健事業費及び歳出の伸びの推移

図５－２　一人当たり保健事業費の推移
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６ 　保険医療機関等及び保険医療担当者数

表６－１　

医科 歯科 薬局 合計 医師 歯科医師 薬剤師 合計

4,071 3,684 2,779 10,534 15,792 6,666 15,507 37,965

4,128 3,680 2,825 10,633 16,303 6,759 16,037 39,099

4,154 3,680 2,900 10,734 16,714 6,817 16,668 40,199

4,203 3,696 2,996 10,895 17,200 6,962 17,177 41,339

4,178 3,675 3,071 10,924 17,590 7,027 17,647 42,264

（各年度末実績）

平成29年度

平成30年度

令和3年度

令和2年度

　    　　令和4年3月31日現在、保険医療機関等10,924機関、保険医療担当者42,264人で年々増加傾向に

    　　あり、医療給付体制の充実が図られている（表６－１）。

令和元年度

保険医療機関等数（件） 保険医療担当者数（人）
年度
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７ 市町村マップ

（１） 令和３年度 一人当たり診療費

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

所沢市

加須市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町

白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市

蕨市

戸田市
和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町小川町

ときがわ町

秩父市

飯能市

本庄市

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

一人当たり診療費 (円)

300,000 ～

280,000 ～ 300,000

260,000 ～ 280,000

～ 260,000
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７ 市町村マップ

（２） 令和３年度 国民健康保険税収納率

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

所沢市

加須市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市和光市
朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

入間市

伊奈町
桶川市

北本市
吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町小川町

ときがわ町

秩父市

飯能市

本庄市

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

ふじみ野市

収納率 (％)

～ 91.0

91.0 ～ 93.0

93.0 ～ 95.0

95.0 ～ 97.0
97.0 ～
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Ⅱ　　事　業　状　況

１　　　事 業 年 報 集 計 表



２　　　統　　計　　表
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